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(5) これまで国際冷戦史研究事業は、米国のウッドロー・ウィルソン研究センター（Woodrow Wilson Research Center for
Scholars）で主に推進され、在日朝鮮帰還事業に関する資料や学術論文も出されている。この新しい研究方向を日本で
示す近刊の著書としては次があるが、本稿のような帰還事業の総体的な解明という視点は弱く、事実認識にも少なから

















次を参照されたい。“In amemorandum dated July 12, 1950, the then Assistant Secretary of State for Far Eastern Affairs,
Dean Rusk, answered an inquiry from the Chief of theDivision of Historical Policy Research, G. BernardNoble, in regard to
the 38th parallel in Korea”, The United States, Department of State, Foreign Relations of the United States (FRUS), 1945,














































































































































(43) この手の宣伝は、枚挙に暇がない。例えば、朝鮮労働党機関紙上で示された次の記事を参照されたい。「재일 동포 들을
받아 들일 만단 준비가 되여 있다（在日同胞を受け入れる万端の準備がなされている）」、『労働新聞』1958年11月１日第
３面。
(44) 在日朝鮮人帰還事業と並行して北朝鮮は、サハリン残留の朝鮮人を帰還させる計画も持っていたことが知られており、
その経済状況と合わせて考えると、どれほど楽観的な状況認識だったかが分かる。在モスクワ北朝鮮大使からの電報で
は、1958年の食糧生産計画が350万トンだとしつつ、「もしもこのような計画が履行されるならば、朝鮮の糧食は国内の
需要を充足させるに余りあり、また一定数量の糧食を他国に出すことも可能である」と述べていた。「駐ソ連朝鮮大使・
李新八同志会談紀要」1958年４月19日および８月23日、58.04.19，АВПРФ，ф.0102，оп.14，д.4-5.
(45) この経済状況を打開するため、北朝鮮は中ソに毎年のように借金返済の延長と新たな借金を求めた。例えば1956年に経
済発展５ヵ年計画を開始したにも関わらず、金日成は1957年に最側近の金一をソ連に派遣、新たな借金を要求したが、
見事に拒絶された。駐平壌ソ連大使プザノフが残した日記を読めば、いかに北朝鮮の経済が中ソ依存だったかを知るこ
とができる。「プザノフの日記：1957年８月16〜30日」（1957年８月19日）、57.08.16, SD20604,АВПРФ，ф.0102,оп.13，
д.5,л.193-236.
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